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　当事業所は契約者に対して指定居宅介護支援サービスを提供します。事業所の

概要や提供されるサービスの内容、契約上の注意事項を次のとおり説明します。 

 

 

 

 ☆居宅介護支援とは

 

  契約者が居宅での介護サービスやその他の保健医療サービス、福祉サービ

スを適切に利用することができるよう、次のサービスを実施します。 
 

 ○契約者の心身の状況やご契約者とその家族等の希望を伺い、「居宅サービ

　 ス計画（ケアプラン）」を作成します。 
 

 ○契約者の居宅サービス計画に基づくサービス等の提供が確保されるよう契 

   約者及びその家族等、指定居宅サービス事業者等との連絡調整を継続的に

　 行い居宅サービス計画の実施状況を把握します。 
 

 ○必要に応じて、事業者と契約者双方の合意に基づき、居宅サービス計画を 

   変更します。

 

 

 

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要介護」

と認定された人が対象となります。要介護認定をまだ受けていな

い人でもサービスの利用は可能です。
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１　事業者 

(1)法人名　　　　　社会福祉法人　渋川市社会福祉協議会 
(2)法人所在地　　　群馬県渋川市渋川１７６０番地１ 
(3)電話番号　　　　０２７９（２５）０５００(代)　 
(4)代表者氏名　　　会　長　　萩　原　　進 
(5)設立年月日　　　平成１８年２月２０日 

 
２　事業所の概要 

(1)　事業所の種類　  指定居宅介護支援事業所 
(2)　事業の目的    　要介護状態にある高齢者等に対し､適正な指定居宅介護
　　　　　　　　　　 支援を提供することを目的とします。 
(3)　事業所の名称　  渋川市社協ケアプランセンター 

        　           　平成１８年２月２０日指定　渋川市1070800527号 
(4)　事業所の所在地　群馬県渋川市吹屋６５８番地２０ 
(5)　電話番号　　　　０２７９（６０）６８１１(直通) 
(6)　管理者氏名      池　田　眞結美（主任介護支援専門員） 
(7)　当事業所の運営方針 

①要介護状態になった場合においても、契約者が可能な限りその居宅におい
て、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう配慮
します。 

②契約者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、契約者の選択に
基づき、適切な保健医療サービス、福祉サービス及び日常生活を営むため
に必要なサービスが、多様な事業者から総合的かつ効率的に提供されるよ
う配慮します。 

③契約者に提供される指定居宅サービス等は、複数の種類及び事業者を紹介
し、契約者の人格及び意思に基づき決定するとともに、居宅サービス計画
に位置づけた指定居宅サービス等については、その選定理由等を説明しま
す。 

④関係市町村、地域包括支援センター、他の指定居宅介護支援事業所、介護
保険施設、医療機関等との連携を行います。 

  (8)  開設年月日　　　平成１８年２月２０日 

 
３　事業実施地域及び営業時間 

  (1)　通常の事業の実施地域　　渋川市 
  (2)　営業日及び営業時間 

営 業 日 月～金（国民の祝日及び12月29日から1月3日までを除きます）

受 付 時 間 月～金　8:30～17:15

サービス提供時間 月～金　8:30～17:15（希望により、休日、時間外も対応します）

４　職員の体制 

  　当事業所では、指定基準を遵守し、契約者に対して指定居宅介護支援サー 
　ビスを提供する職員を以下のとおり配置しています。 

職　種 常勤・非常勤 常勤換算 職務の内容

介護支援専門員   指定居宅介護支援を 
 ３人以上 ３人以上  
(うち１人は管理者と兼務) 提供します

 　職員１人につき、１週間の労働時間の合計を当事業所における
 常勤職員の所定労働時間（38時間45分）で除した人数です。 
常勤換算  【例１】１日7時間45分、週５日勤務の職員は常勤換算１人　　

(計算方法)   　　  （ 7時間45分×５日）÷ 38時間45分＝１人 
 【例２】１日7時間45分、週３日勤務の職員は常勤換算0.6人  
　　　　（7時間45分×３日）÷ 38時間45分＝0.6人
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５　当事業所が提供するサービスと利用料金 

当事業所では、居宅介護支援として次のサービスを提供します。 
当事業所が提供するサービスについて、通常、利用料金は介護保険から給付

されますので、契約者のサービス利用料金の負担はありません。 
　(1)　サービスの内容と利用料金（契約書第３条から第６条、第８条参照） 
　≪サービスの内容≫ 
　　①居宅サービス計画の作成 

契約者の家庭を訪問して、契約者の心身の状況、置かれている環境等を
把握したうえで、居宅介護サービス及びその他の必要な保健医療サービス、
福祉サービス（以下「指定居宅サービス等」という。）が総合的かつ効率
的に提供されるように配慮して、居宅サービス計画を作成します。 

　（居宅サービス計画の作成の流れ） 

  ①事業者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する業務を担当さ  

 　 せます。  

  

  ②居宅サービス計画の作成の開始にあたって、その地域における指定居宅サー  

 　 ビス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を適正に契約者に対  

 　 して提供して、契約者にサービスの選択を求めます。    

 

  ③介護支援専門員は、契約者及びその家族の置かれた状況等を考慮して契約者

 　 に提供されるサービスの目標､その達成時期､サービスを提供する上での留意

    点等を盛り込んだ居宅サービス計画の原案を作成します｡ 

 

 ④介護支援専門員は、前項で作成した居宅サービス計画の原案に盛り込んだ指

　 定居宅サービス等について、保険給付の対象となるか否かを区分した上で、

   その種類、内容、利用料等について契約者及びその家族等に対して説明し、

　 契約者の同意を得た上で決定するものとします。

　　②居宅サービス計画作成後の便宜の供与 

・契約者及びその家族等、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に

行い、居宅サービス計画の実施状況を把握します。 

・居宅サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるよう指定居宅サ

ービス事業者等との連絡調整を行います。 

・契約者の意思を踏まえて、要介護認定の更新申請等に必要な援助を行い

ます。 

　　③居宅サービス計画の変更 

契約者が居宅サービス計画の変更を希望した場合、又は事業者が居宅サ

ービス計画の変更が必要と判断した場合は、事業者と契約者双方の合意に

基づき、居宅サービス計画を変更します。 

　　④介護保険施設への紹介 

契約者が居宅において日常生活を営むことが困難となったと認められる

場合又は契約者が介護保険施設への入院又は入所を希望する場合には、介

護保険施設への紹介その他便宜の提供を行います。 

　　⑤サービス利用割合 

当事業所のケアプランの訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福

祉用具貸与の利用状況は別紙（居宅介護支援サービス利用割合等説明書）

のとおりです。 
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　≪サービス利用料金≫ 

　　居宅介護支援に関するサービス利用料金について、事業者が法律に基づいて、
介護保険からサービス利用料金に相当する給付を受領する場合(法定代理受領)
は、契約者の自己負担はありません。 

ただし、契約者の介護保険料の滞納等により、事業者が介護保険からサービ
ス利用料金に相当する給付を受領することができない場合は、下記のサービス
利用料金の全額を一時お支払いいただきます。 

 【1,086単位】 当事業所が特定事業所加算を算定しない場合 月額 11,088円
 
 【1,605単位】当事業所が特定事業所加算Ⅰ(519単位)を算定する場合 月額 16,387円
 

居宅介護支援費Ⅰ 【1,507単位】当事業所が特定事業所加算Ⅱ(421単位)を算定する場合 月額 15,386円
 

(要介護１～２) 【1,409単位】当事業所が特定事業所加算Ⅲ(323単位)を算定する場合 月額 14,386円

【1,200単位】当事業所が特定事業所加算Ａ(114単位)を算定する場合 月額 12,252円

 【1,411単位】当事業所が特定事業所加算を算定しない場合   月額 14,406円
 

居宅介護支援費Ⅰ 【1,930単位】当事業所が特定事業所加算Ⅰ(519単位)を算定する場合 月額 19,705円
 

(要介護３～５) 【1,832単位】当事業所が特定事業所加算Ⅱ(421単位)を算定する場合 月額 18,705円

【1,734単位】当事業所が特定事業所加算Ⅲ(323単位)を算定する場合 月額 17,704円

【1,525単位】当事業所が特定事業所加算Ａ(114単位)を算定する場合 月額 15,570円

初回加算 ・新規に居宅サービス計画を作成した場合 月額  3,063円 
【300単位】 ・要介護状態区分が２段階以上変更になった場合

退院・退所加算 　退院又は退所に当た Ⅰイ 連携１回、カンファレンス無し 月額  4,594円

 り、病院等の職員から必

【Ⅰイ 450単位】 要な情報提供を受け居宅 Ⅰロ 連携１回、カンファレンスあり 月額  6,126円

【Ⅰロ 600単位】 サービス計画を作成し、

【Ⅱイ 600単位】 居宅及び地域密着サービ Ⅱイ 連携２回、カンファレンス無し 月額  6,126円

【Ⅱロ 750単位】 スの利用に関する調整を

【 Ⅲ  900単位】 行った場合。（入院又は Ⅱロ 連携２回、カンファレンスあり 月額  7,657円

入所期間中につき１回を

限度） Ⅲ 連携３回、カンファレンスあり 月額  9,189円

入院時情報連携 　入院した日のうちに、病院等の職員に対して利用者に関す 月額  2,552円 
加算Ⅰ る必要な情報を提供した場合（提供方法は問わない）　
【250単位】

入院時情報連携 　入院した日の翌日又は翌々日に、病院等の職員に対して利 月額　2,042円 
加算Ⅱ 用者に関する必要な情報を提供した場合（提供方法は問わな
【200単位】 い）

緊急時等居宅カ 　病院又は診療所の求めにより、当該病院又は診療所の職員と 月額　2,042円 
ンファレンス加 共に利用者の居宅を訪問し、カンファレンスを行い、必要に応
算 じて居宅及び地域密着型サービスの利用調整を行った場合（月
【200単位】 ２回を限度）

居宅支援ﾀｰﾐﾅﾙ 　終末期の医療やケアの方針に関する当該契約者又はその家族の意向を  
ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算 把握した上で、死亡日及び死亡前１４日以内に２日以上在宅の 月額  4,084円 
【400単位】 訪問等を行った場合

介護職員等処遇 　当事業所は介護現場で働く、介護職員等の処遇を改善している事業所として、 当該加
改善加算 算を算定しています。 

   【加算単位数】サービス単位数　×　２．１％（１か月当たり）

　※当事業所在地は地域区分の「７級地」に該当するため、総単位数に１単位あ

  たりの単価10.21円を乗じた金額によりサービス利用料金を算出しています。 
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(2)　交通費（契約書第８条参照） 

通常の事業実施地域以外（渋川市以外）の地区にお住まいの人で当事業所の
サービスを利用される場合は、その実費をいただきます。なお、本会所有の自
動車を使用した場合の交通費は、通常の事業の実施地域を越えた地点から居宅
まで１回の訪問につき1,000円をいただきます。 

 ※経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更
することがあります。その場合、事前に変更の内容と事由について、変更を行
う２か月前までに説明します。 

(3)　利用料金のお支払い方法 

(1)から(2)までの料金等は、１か月ごとに計算し請求しますので、翌月末日

までに下記のいずれかの方法でお支払いください。 

ア　現金による支払い 
イ　指定口座への振込み（振込手数料はご負担いただきます) 
    　  金融機関　群馬銀行渋川支店（普）１９７９３９０ 
                  ﾌｸ) ｼﾌﾞｶﾜｼｼｬｶｲﾌｸｼｷｮｳｷﾞｶｲ 
  　    口座名義　社会福祉法人渋川市社会福祉協議会

 
６　サービスの利用に関する留意事項 

　(1)　サービス提供を行う介護支援専門員 
サービス提供時に、担当の介護支援専門員を決定します。 

　(2)　介護支援専門員の交替（契約書第７条参照） 
　　①事業者からの介護支援専門員の交替 

介護支援専門員の人事異動、感染症等及びその他事業者の都合により、
介護支援専門員を交替することがあります。 

介護支援専門員を交替する場合は、契約者に対してサービス利用上の不
利益が生じないよう十分に配慮するものとします。 

　　②契約者からの介護支援専門員の交替の申し出 
選任された介護支援専門員の交替を希望する場合には、当該介護支援専

門員が業務上不適当と認められる事情その他交替を希望する理由を明らか
にして、事業者に対して介護支援専門員の交替を申し出ることができます。
ただし、契約者から特定の介護支援専門員の指名はできません。 

 （3）契約者が入院する場合 
　　　入院する病院に、担当する介護支援専門員の氏名等をお知らせください。 
　　　これは、病院と連携し、退院後の生活を万全にサポートするために必要な 
　　ことなので、お忘れなきようお願いします。 
　(4)　緊急時の対応 
　　　訪問時に、契約者の体調等が急変した場合やケガを負った場合等は、救命

措置を行ったうえ、主治医又は医療機関等への連絡を行います。 
  (5)　事故発生時の対応 
      指定居宅介護支援サービスの提供により事故が発生した場合は、関係機関
　　及び契約者の家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 
　　　また、指定居宅介護支援サービス提供により、賠償すべき事故が発生した 
　　場合は、速やかに損害賠償を行います。 
 

７　緊急時の連絡について 

　(1)  当事業所は２４時間連絡可能な体制を整えています。 
 
 ①　月曜日から金曜日：8時30分～17時15分  0279-60-6811
 
 ②　月曜日から金曜日：17時15分～翌日8時30分  

080-1266-0034 　　土､日､祝日及び12月29日～1月3日：0時～24時
 
 

  
　(2)  担当の介護支援専門は、  です。 
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(3)　①の時間帯については、担当介護支援専門員が不在の場合でも他の介護支

援専門員が対応し、担当介護支援専門員に連絡を取ります。また、緊急の場

合は、他の介護支援専門員が必要な対応を行います。②の時間帯については、

当事業所の介護支援専門員が交代で担当します。 

 
８ ハラスメントの防止について                   　　　　  

　当事業所は、職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が築けるよう

ハラスメントの防止に向け取組みます。 

（1)　指定居宅介護支援サービスの提供において、優越的な関係を背景とした言

　　動や、業務上必要かつ相当な範囲を超える下記の行為は組織として許容しま

　　せん。 

　　①身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為 

　　②個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行

　為 

　　③意に沿わない性的言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為 

  　上記は、事業所職員、取引先事業者、契約者及びその家族等が対象となりま

　す。 

（2)　ハラスメント事案が発生した場合、マニュアルなどを基に即座に対応し、

　　再発防止会議等により、同事案が発生しない為の再発防止策を検討します。 

（3)　職員に対し、ハラスメントに対する基本的な考え方について研修などを実

　　施します。また、定期的に話合いの場を設け、介護現場におけるハラスメン

　　ト発生状況の把握に努めます。 

（4)　ハラスメントと判断された場合には行為者に対し、関係機関への連絡、相

　　談、環境改善に対する必要な措置、利用契約の解約等の措置を講じます。 

 
９　虐待防止について 

　　当事業所は、契約者の人権擁護・虐待防止等のため責任者を設置し、次の措

置を講じます。 

 　 (1)  虐待防止のための対策を検討する委員会の定期的な開催（テレビ電話装

置等を活用しての開催を含む。）及び、その検討結果を職員へ周知徹底 

　  (2)  虐待防止のための指針の整備 

(3)  職員に対し、虐待を防止するための研修を定期的に実施 

(4)  契約者及びその家族からの苦情処理体制の整備 

(5)　その他虐待防止のために必要な措置 

　　なお、当事業所の職員又は契約者の養護者（家族等）により虐待を受けたと

  思われる契約者を発見した場合は、速やかに市町村に通報します。 

 
10　衛生管理等について                             　　 

　  当事業所は、職員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行う

  とともに、事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。 

　  また、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げ

  る措置を講じます。 

　 (1)  事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する

      委員会をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、

　　　職員に周知徹底しています。 

　 (2)　事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備してい
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　　  ます。 

　 (3)　職員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期

　　  的に実施します。 

 
11 業務継続計画の策定等について                         

　 当事業所は、感染症や非常災害の発生時において、契約者に対する指定居宅介

 護支援サービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業

 務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って

 必要な措置を講じます。 

　 また、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び

 訓練を定期的に実施し、併せて業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務

 継続計画の変更を行います。 

 
12　第三者評価について 

　　当事業所では実施していません。 

 
13　苦情の受付について 

　(1)　苦情の受付（契約書第１７条参照） 

　　 　当事業所に対する苦情やご相談は以下の専用窓口で受付けます。 

     　　苦情窓口　 （担当者）管理者  池　田　眞結美 

       　受付時間　  月曜日から金曜日まで（8:30から17:15まで）          

               　　　　　 ※祝日、12/29～1/3を除く 

　　　 　電話番号　　０２７９（６０）６８１１ 

      　 Ｆ Ａ Ｘ    ０２７９（２４）６２３１ 

　　　※希望する場合は、社会福祉法人渋川市社会福祉協議会苦情対策要綱に基

　　　づく第三者委員が、話合いへの立会いや助言等を行います。 

 
　(2)　行政機関その他苦情受付機関 

渋川市介護保険課 所 在 地 ： 渋川市石原８０番地 
※渋川市以外に住所のある人 電話番号 ： ０２７９（２２）２１１１ 
は、住所のある市町村へ Ｆ Ａ Ｘ ： ０２７９（２４）６５４１

国民健康保険団体連合会 所 在 地 ： 前橋市元総社町３３５番地８ 
電話番号 ： ０２７（２９０）１３２３ 
Ｆ Ａ Ｘ ： ０２７（２５５）５０７７

群馬県社会福祉協議会 所 在 地 ： 前橋市新前橋町１３番地１２ 
(福祉サービス運営適正化委員会) 電話番号 ： ０２７（２５５）６６６９ 

Ｆ Ａ Ｘ ： ０２７（２５５）６１７３
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令和　　年　　月　　日 

 

　指定居宅介護支援サービスの提供開始にあたり、指定居宅介護支援重要事項説 

明書（以下「本書」という。）の内容を説明し、同意を得たうえで交付しました。 

 渋川市社協ケアプランセンター  
  氏　名　                     　, 
 介護支援専門員

 

  私は、事業者から本書に基づく重要事項の説明を受け、指定居宅介護支援サー

ビスの提供開始に同意し、本書の交付を受けました。 

 住　　所 　　 

契約者 

氏　　名 ,　　

 住　　所 　　 

 

　 氏　　名 ,　　

代筆者 

続　　柄

代筆理由

 住　　所 　　 

 

代理人 氏　　名 ,　　

続　　柄

 
 

※本書は、厚生省令第３８号(平成１１年３月３１日)第４条の規
定に基づき、契約者又はその家族に対し重要事項説明を行うため
に作成したものです。

　 

　本書の説明、同意、交付を証するため、本書２通を作成し、契約者、事業者が

記名押印のうえ、各１通を保有するものとします。 


